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大正期秋田県における小学校教員検定試験制度に関する研究
A Study on Certificate Examination System for Primary School Teachers 

in Akita in Taisho Era

釜　田　　　史＊

Fumito KAMATA ＊

要約：本論文は、大正期の秋田県における小学校教員検定試験制度の変遷、およびその具体的な実施過程について考察すると同時

に、秋田県内の各郡市に設置されていた准教員準備場の状況について明らかにすることを課題としている。

　大正期の秋田県における小学校教員検定試験制度は、1900（明治 33）年の「小学校令施行細則」に若干の改正を加えた程度に

過ぎず、試験検定の実施時期や提出書類において変更がみられたものの大幅な修正がなく、安定的に検定試験制度が運用されてい

た。その具体的な実施過程をみると、まず試験委員には常任委員、試験問題を作成する臨時委員、各試験会場で試験監督をする臨

時検定委員の３種類があった。また試験会場は各地域によって異なるが、1920（大正９）年以降になると県内４ヶ所に固定された。

実地授業は試験検定の全学科目に合格した者を対象として実施し、受験者は前日になるまで授業をする科目や学年を知らされてお

らず、試験結果をみると必ずしも全ての者が合格したわけではなかった。一方、1900 年代から秋田県内の各郡に設置されていた

准教員準備場は、1914（大正３）年に「准教員準備場奨励規則」が廃止され一時的に停滞したが、1919（大正８）年になると要件

を満たせば無試験検定が適用されるようになった。
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Ⅰ　はじめに

　本論文は、大正期の秋田県における小学校教員検定試験制度（以

下、検定試験制度と略す）の変遷、およびその実施過程について明

らかにすることを課題としている。

　戦前日本における有資格教員の供給方法には、これまで教員養成

史研究の中心を占めてきた師範学校だけではなく、その他に多様な

ルートが用意されていたことが確認されている。そしてそれらの研

究を完遂しなければ教員養成全体の構造を正確に把握したことには

ならないことが、すでに 1960 年代から対村恵裕 1)、横須賀薫 2)、牧

昌見 3) によって指摘ないし研究が進められてきた。とりわけ横須

賀薫は「日本の教師のきわめて多くが師範学校以外のところからも

供給されてきたという問題があるのである……実はこの問に答える

正確な数量的統計を日本教員史研究はまだ共有の財産としてはもっ

ていないのである」と述べ、「教員史＝師範学校出身の教員史」と

いう枠組みから脱却しなければならないと指摘した 4)。

　この横須賀の指摘を受けて、1970 年代には同様の指摘を山田昇

が行い 5)、牧昌見は『日本教員資格制度史研究』をまとめ 6)、国立

教育研究所による『日本近代教育百年史』にも師範学校以外の供給

ルートとして、検定試験制度の変遷が盛り込まれるようになり 7)、

1970 年代から 1980 年代にかけて、徐々に小学校教員養成の仕組み

の中に検定試験制度を取り入れた研究成果が生み出されてきた。

　しかし 1990 年代にいたっても、船寄俊雄が「しかしこの研究（検

定試験制度――筆者註）はほとんど進んでおらず、管見の限り佐竹

道盛の研究がある程度である。この試験制度の実施主体は道府県に

あったので、都道府県庁文書の残存状況によって研究成果が左右さ

れることになろうが、小学校教員養成史研究を完結するためには、

必ず取り組まなければならない課題である」と述べたように 8)、依

然として師範学校による教員養成史研究に重点が置かれ、検定試験

制度に関する研究は、その重要性が指摘されつつも等閑視され続け

てきたのである。

　また 1872（明治５）年の「学制」頒布から百周年を記念して、

各都道府県ではいわゆる府県教育史が続々と刊行されたが、若干の

記述や資料が収集されただけで、各都道府県における検定試験制度

の変遷、および具体的な実施状況など、未だ解明されていない部分

が多く残されてきた 9)。

　1990 年代後半にいたると、中等教員の検定試験制度に関する研

究が進展し 10)、その方法論を援用して井上恵美子を研究代表とす

る『戦前日本の初等教員に求められた教職教養と教科専門教養に関

する歴史的研究――教員試験検定の主要教科とその受験者たちの様
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態の分析――』をテーマとする共同研究が開始され、急速に研究が

進展した 11)。とくに研究グループの一人である笠間賢二は、教員

養成史研究の現状について次のように述べた 12)。

　　�戦前日本における小学校教員の最たる供給源が師範学校であっ

たことはよく知られている。また、その師範学校卒業者の小学

校教員免許状取得者全体に占める単年度当たりの割合が、1930

年代に至ってもなお３割代を占めるに過ぎなかった事実も知ら

れている。にもかかわらず、残りの６～７割がどのようにして

小学校教員免許状を取得していったのかについて、これまで十

分に明らかにされてきたとはいい難い。このため、その実３割

強に過ぎない部分に焦点をあてた師範教育史研究の成果をもっ

てあたかも教員養成の全体であるかのようにとらえてしまった

り、逆に７割弱の部分についての検討吟味を踏まえることなく

小学校教員の力量や性行を総括してその責めを師範学校の教育

に帰してしまうということが、少なからずあったように思われ

る。こうした現状は当然に克服されなければならない。

　筆者も笠間の指摘に賛同し、検定試験制度を明らかにすることが

戦前日本における小学校教員養成の全体像の解明へとつながると

考え、これまで明治期の秋田県を事例として研究を進めてきた 13)。

明治期の秋田県における検定試験制度の状況を簡単に示しておく

と、秋田県では近代学校が設置され始めた明治初頭から検定試験

が開始され、制度的には 1900（明治 33）年の「小学校令施行細則」

によって成立した。試験の種類には、無試験検定（甲種検定）と試

験検定（乙種検定）の２種類があり、合格率をみれば無試験検定（甲

種検定）が圧倒的に高く、受験者数をみれば試験検定（乙種検定）

が多い傾向が続いた。試験検定（乙種検定）は毎年ほぼ２回実施さ

れ、その他に明治前期では師範学校内に設置された臨時講習場にお

ける臨時試験検定、明治後期にいたると小学校教員講習科（乙種講

習科と丙種講習科）の修了時に行われる臨時試験検定があった。

　大正期においても上記の「小学校令施行細則」が継続され、若干

の改正があったものの、秋田県における検定試験制度は 1900（明

治 33）年の「小学校令施行細則」により制度的には成立し、1913（大

正２）年の「小学校令」の改正で免許状が全国を通じて有効となっ

たことにより、戦前日本における小学校教員の資格制度が確立した。

したがって大正期以降において、検定試験制度は「展開期」に転じ

たといえる。

　しかしながら検定試験に関する制度は徐々に明らかにされつつあ

るものの、実際に検定試験がどのような手順を経て実施され、ある

いはどのような場所で、どのような人が委員に任命されていたのか

など、その実施過程について詳細に明らかにした研究は管見の限り

みられない。検定試験制度がどのようなプロセスで実施されていた

のかが、まず究明されなければならないと筆者は考えている。した

がって本論文では、制度面だけではなくその実施過程について資料

的な制約を克服しながら、その実態の解明に努めたい。

　大正期における検定試験制度に関する先行研究は、明治期のそれ

に比べて極端に少なく、管見の限り唯一牧昌見の『日本教員資格制

度史研究』があるのみである。牧は全国的な検定試験制度の変遷を

たどりながら、1913（大正２）年７月 16 日の「小学校令」の改正によっ

て、戦前における小学校教員の資格制度が確立したことを明らかに

した。しかしながら牧の研究は、各都道府県においてどのように検

定試験制度が実施されていたのかなどについては具体的に検討して

おらず、実際に検定試験制度がどのように運営されていたのかなど、

その実態に関しては、いまだ明らかにされていない部分が多く残さ

れている。例えば実施回数、実施した場所、検定委員の任命状況な

どの解明が進められるべきであり、これらを詳細に検討しなければ

検定試験制度の内実を明らかにしたことにはならないと考える。し

たがって本論文では、秋田県を事例として検定試験制度の変遷だけ

ではなく、その具体的な実施過程を明らかにすることを課題とする。

Ⅱ　秋田県における検定試験制度の変遷

　１　免許状の全国有効化

　大正期の秋田県における検定試験制度は、1900（明治 33）年 10

月 26 日の秋田県令第 86 号「小学校令施行細則」に若干の改正を加

えながら実施されていた。そのため上記の「小学校令施行細則」に

ついてその概要を示しながら、大正期における検定試験制度との違

いを述べることにする。

　まず 1913（大正２）年５月６日、秋田県令第 37 号により「小学

校令施行細則」が改正され、これまで試験検定は毎年５月と 10 月

の計２回実施されてきたが、この改正により毎年２月と８月に変更

になった（第 42 条）。なぜこのように実施する時期を変更したのか

は、資料的な制約から明らかにすることができないが、少なくとも

大正期においても試験検定は毎年２回ずつ実施され、無試験検定は

明治期と同じく出願の都度、随時実施されることとなった。

　小学校教員の免許状については、これまで 1900（明治 33）年８

月 20 日の「小学校令」において、免許状は終身有効の普通免許状

と地方免許状の二つに分けられ 14)、その有効区域は地方免許状に

限ってその府県内でのみ有効とされていた。しかし 1912（大正２）

年７月 16 日の勅令第 258 号により「小学校令」が改正され、普通

免許状と府県免許状の区別を撤廃し、「免許状」に一本化された（第

41 条）15)。さらにその「免許状ハ府県知事之ヲ授与シ全国ニ通シ

テ有効トス」と、免許状を授与する権限が各府県知事に委任され、

さらに免許状の有効区域は全国に拡大された。これにより戦前的資

格制度が確立したとみることができ 16)、今後は各道府県で検定試

験を実施しその合格者が獲得した免許状は、どの道府県においても

効力を有するものになったのである。

　同年同月同日、文部省令第 20 号により「小学校令施行規則」が

改正され 17)、上記の「小学校令」の改正を受けて、その第 117 条

において府県免許状を「免許状」と名称を改めた。さらに免許状の

変更や書き換え、およびそれにかかる手数料など免許状にかかるす

べての事項が各道府県知事の権限へと移された。こうして検定試験

制度はすべて各道府県において、計画から実施さらには授与する免

許状にいたるまで管轄することになったのである。

　しかしながら今回の改正は、各道府県の検定試験制度に対して大

幅な修正を求めるものではなかった。秋田県の場合、1914（大正３）

年３月６日に秋田県令第 21 号により「小学校令施行細則」を改正

し 18)、変更したのは次の二つであった。一つは検定試験に出願す

る際に願書と履歴書の提出を義務付けたこと（第 45 条）であり、
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いま一つは免許状の書式を定めた（第 51 条）ことであった。この

うち第 45 条についてみれば、願書は次の８項目を予め記述するこ

とが義務付けられた。

　　①	 検定種別（試験検定か無試験検定か）

　　②	 志望種類（受験する免許状の種類）

　　③	 出願回数（無試験検定に限りこれまでの受験回数を記す）

　　④	� 初めて合格した年度（試験検定のみ初めて某科目を合格

した年度を記す）

　　⑤	 合格科目（試験検定のみ合格した科目名を記す）

　　⑥	 受験地（試験検定を受ける場所）

　　⑦	 手数料（無試験検定は１円、試験検定は 80 銭）

　　⑧	 添付書類（履歴書を提出、身体検査書は無試験検定のみ）

　これまで一定した書式がなかったために、恐らく受験者がどの種

類の試験を受験したいのか、どの資格を受験したいのか、あるいは

どの科目にすでに合格していたのかなど、受験者が多数にわたって

いたため、検定委員会側の事務作業がかなり煩雑になっていたと考

えられ、このように一定の書式を定めたのだと考えられる。この願

書は、まず各郡市役所に提出することになり、郡市長の証明を得た

後、秋田県知事に提出することになった。このように今後は、上記

の項目を受験者それぞれに記述させることにより、検定試験に関わ

る事務的な作業がかなり効率よく進めることができるようになった

はずである。

　1916（大正５）年 10 月 18 日には、秋田県令第 47 号により「小

学校令施行細則」が再度改正された 19)。この改正により、初めて

すべての検定試験の出願者に対して「身体検査書」の提出が義務付

けられた（第 45 条）。これまでは無試験検定に出願する者のみ、「身

体検査書」を提出しなければならなかったが、今後は試験検定に出

願する者も指定された「身体検査書」を提出することとなった。ま

た免許状の書式のうち、これまで「秋田県知事氏名」であったもの

が、「秋田県」へと変更になった（第 51 条）。このように大正初期

の秋田県における検定試験制度は、大幅な変更はなく若干提出物が

追加されたり、実施時期が変更になった程度であった。

　その後国レベルの検定試験制度の改正では、試験検定ではなく無

試験検定に関してのみ改正が行われた。例えば、1919（大正８）年

３月 29 日の文部省令第６号により、「小学校令施行規則」が改正さ

れ、高等学校高等科教員免許状の所持者も無試験検定の対象になっ

た 20)。続いて 1921（大正 10）年８月５日には、文部省令第 36 号

により、「専門学校入学者検定規定」による者も無試験検定の対象

となるなど 21)、大正期における検定試験制度の改正は、無試験検

定の対象となる資格を徐々に拡大しており、試験検定についてはほ

とんど改正が行われなかった。またこの国レベルの無試験検定の改

正に対して、管見の調査の限り、秋田県は無試験検定制度の改正を

行っておらず、無試験検定がどのような制度をもとに実施していた

のかなど、その詳細は不明である。その後秋田県では、唯一 1921（大

正 10）年 11 月１日の秋田県令第 69 号により「小学校令施行細則」

を再び改正したが、試験検定の実施時期を２月・８月から 1913（大

正２）年までの５月・10 月に再び戻しただけで、無試験検定だけ

でなく試験検定についても改正を行わなかった 22)。

　このように大正期にいたると、明治期のように幾度も改正が行わ

れるようなことはなくなり、国レベルでは 1900（明治 33）年の「小

学校令施行規則」、秋田県では 1900（明治 33）年の「小学校令施行

細則」に若干の改正を加える程度であり、安定的に検定試験制度が

実施されていた。秋田県における試験検定の場合は、実施時期が一

時的に変更されたことがあったもののほとんど改正されておらず、

したがって試験検定の安定的な実施、そして無試験検定の拡大が大

正期における検定試験制度の特徴であったといえよう。

　２　試験検定による有資格教員の輩出状況

　では次に上記の検定試験制度の下、資格ごとに受験者数と合格者

数、さらには合格率について考察していきたい。まず試験検定につ

いて『文部省年報』によって整理したものが、次の表１である。

　表１をみると、まず試験検定の合格率が極めて低いことがうかが

える。とくに小学校本科正教員の合格率は、最も高かった 1922（大

正 11）年の 10％を頂点として、まったく合格者がいないこともあっ

た。出願者数は毎年コンスタントに存在していたにもかかわらず、

合格者は数人程度に過ぎず、最も合格することが困難であったこと

がうかがえる。それは小学校専科正教員についても同様の指摘がで

き、小学校本科正教員に比べて合格率は若干高かったものの、他の

資格と比べた場合、合格することが難しかったと推測される。

　次に尋常小学校本科正教員と尋常小学校本科准教員の場合は、他

の資格と比べて毎年出願者数が多く、とくに尋常小学校本科准教員

では 1000 人を超える出願者が集まっていた。これは後述する尋常

小学校本科准教員を養成することを目的とした准教員準備場が影響

をおよぼしていた。この准教員準備場が 1914（大正３）年以降になっ

て一時的に停滞したため、次第に尋常小学校本科准教員の出願者数

も減少する傾向にあった。その合格率をみると、尋常小学校本科正

教員が最も安定的であり、毎年少なくとも 50 人前後を輩出してい

たことがわかる。

　最後に小学校本科准教員の場合は、表１から明らかなように、

1923（大正 12）年を除いて出願者数がまったくおらず、その 1923（大

正 12）年の場合も、出願者が 168 名いたものの合格者はいなかった。

したがって、大正期にいたると小学校本科准教員の試験検定は実質

上行われていなかったといえる。

　このように、大正期の秋田県における試験検定の状況をみる限り、

試験検定だけをもって恒常的に不足していた有資格教員数を補充す

ることは困難であり、無試験検定に対する期待が大きくなっていっ

たのである。

　３　無試験検定による有資格教員の輩出状況

　次に大正期の秋田県において、無試験検定によりどれほどの有資

格教員が輩出されていたのかをみていくことにする。無試験検定に

ついて資格ごとに出願者数、合格者数、そして合格率について整理

したものが、次の表２である。

　これによれば、表１に示した試験検定と比較すると、無試験検定

ではすべての資格を通じて合格率が高いことがわかる。どの資格

においても、高い場合で 100％、低い場合でも 20％～ 60％であり、

試験検定とは全く異なり、高い合格率を常に維持していた。次に資

格ごとにみてみると、小学校本科正教員の場合、試験検定と同数程

度の合格者を輩出していたが、出願者数の約３割が合格しており、

試験検定よりも合格する割合が高かった。
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表１　大正期秋田県における試験検定の状況

年

試　　　　　験　　　　　検　　　　　定

小本正 尋本正 小　准 尋　准 小専正

出
願
者

合
格
者

合
格
率

出
願
者

合
格
者

合
格
率

出
願
者

合
格
者

合
格
率

出
願
者

合
格
者

合
格
率

出
願
者

合
格
者

合
格
率

明治45年 83 2 2.4 339 23 6.8 0 0 0.0 1066 68 6.4 29 8 27.6 

大正2年 98 1 1.0 306 10 3.3 0 0 0.0 708 13 1.8 15 3 20.0 

大正3年 92 1 1.1 340 86 25.3 0 0 0.0 632 41 6.5 15 4 26.7 

大正4年 102 5 4.9 295 77 26.1 0 0 0.0 502 36 7.2 17 8 47.1 

大正5年 113 4 3.5 289 71 24.6 0 0 0.0 418 26 6.2 25 5 20.0 

大正6年 78 1 1.3 239 55 23.0 0 0 0.0 360 22 6.1 21 4 19.0 

大正7年 71 4 5.6 207 69 33.3 0 0 0.0 350 21 6.0 23 4 17.4 

大正8年 0 1 　 164 56 34.1 0 0 0.0 203 11 5.4 31 3 9.7 

大正9年 52 5 9.6 170 66 38.8 0 0 0.0 134 10 7.5 23 5 21.7 

大正10年 52 3 5.8 118 40 33.9 0 0 0.0 178 89 50.0 40 10 25.0 

大正11年 40 4 10.0 235 121 51.5 0 0 0.0 214 107 50.0 45 16 35.6 

大正12年 44 0 0.0 253 77 30.4 168 0 0.0 123 8 6.5 77 9 11.7 

大正13年 46 1 2.2 266 97 36.5 0 0 0.0 307 10 3.3 80 21 26.3 

大正14年 81 1 1.2 337 52 15.4 0 0 0.0 328 14 4.3 106 26 24.5 

大正15年 89 2 2.2 462 15 3.2 0 0 0.0 455 10 2.2 160 27 16.9 

〔註〕『文部省年報』の各年度より作成した。

表２　大正期秋田県における無試験検定の状況

年

無　　　 試　　　 験　　　 検　　　 定

小本正 尋本正 小　准 尋　准 小専正

出
願
者

合
格
者

合
格
率

出
願
者

合
格
者

合
格
率

出
願
者

合
格
者

合
格
率

出
願
者

合
格
者

合
格
率

出
願
者

合
格
者

合
格
率

明治45年 40 28 70.0 40 30 75.0 36 32 88.9 5 5 100.0 26 24 92.3 

大正2年 11 5 45.5 26 21 80.8 11 10 90.9 7 4 57.1 15 10 66.7 

大正3年 15 3 20.0 19 11 57.9 28 28 100.0 4 1 25.0 13 12 92.3 

大正4年 13 8 61.5 25 9 36.0 15 14 93.3 20 4 20.0 4 7 　

大正5年 13 3 23.1 22 15 68.2 13 13 100.0 9 9 100.0 22 20 90.9 

大正6年 8 1 12.5 12 6 50.0 18 16 88.9 6 4 66.7 19 18 94.7 

大正7年 11 4 36.4 27 16 59.3 15 14 93.3 11 4 36.4 59 44 74.6 

大正8年 11 4 36.4 32 17 53.1 30 27 90.0 30 24 80.0 32 23 71.9 

大正9年 14 5 35.7 16 9 56.3 7 7 100.0 15 7 46.7 25 18 72.0 

大正10年 20 7 35.0 35 24 68.6 23 16 69.9 401 32 8.0 43 34 79.1 

大正11年 11 4 36.4 47 26 55.3 10 3 30.0 378 43 11.4 82 54 65.9 

大正12年 23 22 95.7 31 24 77.4 31 18 58.1 91 72 79.1 159 104 65.4 

大正13年 5 5 100.0 6 6 100.0 10 10 100.0 3 3 100.0 49 44 89.8 

大正14年 8 8 100.0 10 9 90.0 16 16 100.0 43 43 100.0 134 86 64.2 

大正15年 72 56 77.8 65 39 60.0 44 44 100.0 125 124 99.2 127 98 77.2 

〔註〕『文部省年報』の各年度より作成した。
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　試験検定で小学校本科正教員と同数程度の合格者数しかいなかっ

た小学校専科正教員の場合は、無試験検定になると 100 名を超す合

格者を出しており、小学校専科正教員はほぼ無試験検定によって補

充されていたといえる。

　試験検定では出願者すらいなかった小学校本科准教員は、無試験

検定では毎年約 10 名から 30 名程度の出願者がおり、その合格率も

高かった。つまり小学校本科准教員の場合、試験検定ではなく、無

試験検定によって免許状が与えられる傾向が強かったことを示して

いる。

　最後に尋常小学校本科准教員の場合、とくに 1921（大正 10）年

と 1922（大正 11）年の２年間で、それまで 10 名程度しかいなかっ

た出願者数が約 400 名にまで急激に増加した。それは先述したよう

に、秋田県内の各郡に設置されていた准教員準備場が大きく影響を

およぼしていた。とくに明治期から大正前期においては、修了後に

試験検定を受けなければならなかったが、1919（大正８）年以降に

なると無試験検定を受けることが可能となったため、このように出

願者が急増したと考えられる。このことから受験者は合格すること

が難しい試験検定よりも、合格率が高い無試験検定を受験したいと

いう傾向があったことがうかがえる。しかしながらその合格者数、

および合格率をみる限り、合格した者が少なく、無試験検定の基準

に到達しない者が多かった。

　この無試験検定について若干補足をしておきたい。1918（大正

７）年に小学校本科正教員の無試験検定を受験した者の例をあげる

と、無試験検定を受ける際に提出した書類は、①願書、②履歴書、

③ 1916（大正５）年から 1917（大正６）年の勤務表、④夏期講習

会などの講習学科目表、⑤教案（高等小学校２年生の読方、高等小

学校１年生の理科）、⑥性行調査書、⑦身体検査書、⑧視力検査の

結果の８項目であった 23)。とくに注目されるのは、受験者が勤務

している学校での勤務状況を確認する③の出欠表と、⑤の教案を２

種類提出させていたことである。管見の調査の限り、明治期までの

受験者の提出物の多くは①、②、⑦、⑧であり、④は②の履歴書の

中に記述する場合が多かった。また⑥の性行調査書は、試験検定の

全学科目に合格し、その後師範学校か師範学校附属小学校で行われ

た実地授業を受ける者にのみ調査が行われていた。したがって無試

験検定の場合は、試験検定とは異なり多数の書類を提出しなければ

ならず、かなり厳密にかつ詳細に審査が行われていたものと考えら

れる。また、学力のみが審査の対象となった試験検定とは異なり、

無試験検定では学力（学歴）だけではなく、日常の勤務状況が加味

されており、受験者が教職に適合するか否かが、合否判定の基準と

なっていたのではないだろうか。

　

Ⅲ　秋田県における検定試験制度の実施過程

　１　検定委員の任命手続

　1900（明治 33）年の「小学校令施行規則」においては、検定試

験を運営する小学校教員検定委員会の会長に府県視学官をあててい

たが、1913（大正２）年７月 16 日の「小学校令施行規則」の改正

により、「会長ハ道府県内務部長ヲ以テ之ニ充ツ」とされ、内務部

長が兼任することとなった。

　これまで検定委員会長は、教育関係出身者（師範学校長や府県視

学官など）が据えられてきたが、これ以後は、一般行政官出身の内

務省系事務官の指揮下において、検定試験が実施されることになっ

た。すなわち、検定試験は内務省の管理下に属したことを意味し、

具体的には、検定委員の任命権や、試験場所の選定、性行調査の提

出先になるなど、検定試験全般にわたって内務部長の統制下に置か

れるようになったのである 24)。では次に、その検定委員会長につ

いて具体的な事例をあげながら考察してみたい。

　まず明治期の検定委員のうち常任委員についてみれば、例えば

1899（明治 32）年の場合は秋田県師範学校長であった槙山栄次が

検定委員長を務めていたが 25)、1902（明治 35）年になると視学官

であった三橋得三が兼任しており 26)、確かに 1900（明治 33）年以

降になると視学官が検定委員長を担当していた。それが大正期にい

たると、例えば 1922（大正 11）年の小学校教員検定委員（常任委

員のみ）の場合、次の表３のとおりであった。

表３　秋田県小学校教員検定委員（臨時委員を除く）

委 員 長 秋田県内務部長 細川　長平

常任委員 秋田県理事官 中村恒太郎

常任委員 秋田県師範学校長 柏木　三郎

常任委員 秋田県師範学校教諭 小和田惟徳

常任委員 秋田県師範学校教諭 児玉庄太郎

常任委員 秋田県女子師範学校長 井口　益吉

常任委員 秋田県女子師範学校教諭 山合右兵衛

常任委員 秋田県女子師範学校教諭 丸山　文喜

常任委員 秋田県視学 山田　福松

常任委員 秋田県属兼視学 菊地　永治

常任委員 秋田県視学兼属 千葉源之助

常任委員 秋田県技師衛生技師 木村　　亘

書 記 秋田県属 鈴木　虎雄

〔註〕�附録「県内学事関係職員」『秋田県教育雑誌』第 356 号、1922
（大正 11）年８月 25 日、頁ナシより作成した。

　これによれば委員長に内務部長が据えられ、その他の常任委員に

は理事官、各師範学校の校長と教諭、視学、技師などによって構成

されていたことがわかる。このように「教員検定ニ関スル事ヲ掌ル」

とされた常任委員の場合、秋田県内の師範学校の教員だけではなく、

教育関係者ではない者が含まれていたことが特徴で、それは明治期

から大正期にわたって常に同様の傾向があった。この常任委員の主

な任務は、例えば毎年２回実施されていた試験検定の日程表の作成

や、試験検定を実施する場所の選定、全科目に合格した者の実地授

業の実施および本人への通達など、検定試験全般にわたって関与し

ていた。

　一方、「会長ノ指揮ヲ受ケ試験検定ニ関スル事ヲ掌ル」と試験検

定のみに関与するとされた臨時委員の場合は、上記の常任委員とは

異なり、ほぼ各師範学校の教員によって構成されていた。例えば、

1924（大正 13）年度第２回試験検定（10 月に実施）の場合 27)、

1924（大正 13）年９月 25 日に、内務部長から秋田県師範学校長と

秋田県女子師範学校長に対して、「小学校教員検定臨時委員内申方

ノ件」が出され、「両校ニ於テ御協定ノ上至急内申方御取計相成度」

と秋田師範学校と秋田県女子師範学校とが「協定ノ上」臨時委員を

決めることになっていた。その後、「連名トシ男子師範ニ発送スル
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コト」とされ、秋田県師範学校が最終的に臨時委員の内定を提出す

ることになっていたのである。

表４　1924（大正 13）年度第２回試験検定臨時委員一覧

小本正 尋本正 小准 尋准 専正 職名 氏　名

物理 理科 理科 理科 教諭 武藤健三郎

化学 修身 修身 修身

修身

教育 教育 教育 教育 教諭 児玉庄太郎

法経

国語 国語 国語 国語 教諭 中川　秀松

漢文 漢文 漢文 漢文

物理 理科 理科 理科 教諭 伊藤　正直

化学

博物 理科 理科 理科 教諭 川角　寅吉

修身 修身 修身 修身 教諭 川口　武敏

教育 教育 教育 教育

音楽 音楽 教諭 伊藤　順造

手工 教諭 岸　　　正

地理 地理 地理 地理 教諭 前嶋健次郎

体操 体操 体操 体操 体操 教諭 木原賢太郎

体操 体操 体操 体操 体操 教諭 山本　磯松

教育 教育 教育 教育 英語 教諭 工藤　四郎

数学 算術 算術 算術 教諭 渡部　綱一

習字 習字 習字 習字 教諭 吉井忠次郎

図画 教諭 大木　善平

農業 教諭 川原　忠平

数学 算術 算術 算術 教授 小池　春治

嘱託

体操 体操 体操 体操 教諭 澤田　寅吉

心得

国語 国語 国語 国語 教諭 渡邉　俊一

漢文 漢文 漢文 漢文 心得

法経 英語 教諭 竹村　菊雄

心得

家事 女師 飯塚　ミチ

教諭

裁縫 裁縫 女師 菊地　キヨ

教諭

〔註〕�『大正十三年度　小学校教員試験検定書類』（請求番号 930103
－ 04058）、秋田県公文書館所蔵より作成した。

　1924（大正 13）年 10 月１日には、秋田県師範学校長であった和

田喜八郎が、内務部長宛に「小学校教員検定臨時委員内申」を提出

し、「追テ歴史科教員ハ近日赴任ノ予定ニ付其節改メテ内申可致候」

と、歴史科を担当する教員以外の試験科目を担当する臨時委員の内

定が決まった。その翌２日に内務部長から任命され、さらに各臨時

委員は同月 10 日までに試験問題を提出することが求められた。こ

のような過程で臨時委員が決定され、それぞれの臨時委員は、わず

か一週間余りの短い間で試験問題の作成を行っていたのである。

　その 1924（大正 13）年度、第２回試験検定の臨時委員を整理し

たものが表４である。なお「教諭」は秋田県師範学校教諭を示し、「女

師教諭」は秋田県女子師範学校教諭を示す。また科目名は、試験問

題の作成の担当していたことを示している。

　これによれば、臨時委員のすべてが師範学校の教員で構成され、

さらにそのほとんどが秋田県師範学校の教員であったことがわか

る。ただし家事と裁縫だけは、秋田県女子師範学校の教員が問題作

成に関わっているように、その教員の専門分野に応じて担当が割り

振られていたと考えられる。このように臨時試験委員の場合は、ほ

ぼ毎回各師範学校の教員によって構成されていたことが特徴であ

る。それぞれの教員の専門分野と担当科目との関係や、実際の試験

問題との関連性については今後別の機会に明らかにしたい。

　この試験検定の実施においては、上記のように各師範学校の教員

による臨時委員だけではなく、実際に試験を実施した学校および

図書館などの施設に関わる人々が「臨時検定委員」として任命され

ていた。例えば 1925（大正 14）年度第 1 回試験検定の場合、秋田

図書館本荘分館長、秋田図書館横手分館長、そして大館尋常高等小

学校長に対して臨時検定委員を依頼していた。まず 1925（大正 14）

年４月 16 日に内務部長から上記の三者に対して、同年５月下旬に

試験検定をそれぞれの場所で実施したいのだが、「庁務ノ都合ニ依

リ或ハ当庁ヨリ委員派遣致算スルヤモ計難ク」、図書館あるいは小

学校に「臨時検定委員ヲ嘱託シ試験監督方依頼致度見込ニ有之」と

し、検定委員の代わりに試験検定を実施するそれぞれの施設から、

試験を監督する者を臨時検定委員として出して欲しいという内容で

あった。その任命された臨時検定委員に対して、「試験監督者心得、

試験問題並試験所要名ハ不日検定委員長ヨリ臨時委員ニ送付」され、

試験検定に使用する問題や、試験監督を行う際に必要な「監督者心

得」が、後日検定委員長からそれぞれの臨時検定委員に配布される

ことになっていたのである。

　このように検定委員には、①常任委員、②臨時委員（主に試験問

題作成）、③臨時検定委員（主に試験監督者）の三つの種類があった。

そして①は主に県の官僚と師範学校の教員、②は全てが師範学校の

教員、③は試験が実施される施設に勤務する者、とそれぞれ区別さ

れていたのである。

　２　各試験会場での実施過程――「試験監督者心得」

　では、各試験会場の臨時検定委員に配布されたという「試験監

督者心得」とは、どのようなものであったのだろうか。『秋田県報』

などには記載されていないが、秋田県庁文書の中に「試験監督者心

得」が何通か保存されており、各試験会場での実施過程をかなり明

瞭にうかがい知ることができる。その全文は次のとおりであった。

　

　　一、	 試験開始ノ前日試験場ニ付左ノ準備ヲナスコト

　　　イ、	�受験人員ニ相当スル机、腰掛（予備若干共）配列スルコ

ト

　　　ロ、	�席ハ男女ニ区別シ更ニ受験種類別ニ配列シ受験者名簿ニ

依リ番号札ヲ貼付スルコト

（58）



－ 59 －

　　　ハ、	柱時計及黒板ヲ用意スルコト

　　　ニ、	�試験当日受験者ニ番号ヲ告知シ尚試験心得ヲ諭達スルコ

ト

　　二、	 各科目毎ニ受験者ヲ点検シ名簿ニ出欠ヲ記入スルコト

　　三、	 試験問題ハ試験場ニ於テ開封シ閲覧ノ上配付スルコト

　　　　試験問題ハ一切説明ヲナササルコト

　　四、	� 如何ナル場合アルモ県報公告ノ日時割ヲ□変更シ又ハ時

間ヲ伸縮セサルコト

　　五、�	 名簿ニ登載ナキ者受験申出ノ際ハ願書経由ノ郡市名、族

称、氏名、生年月ヲ名簿ニ記入シ尚ホ備考欄ニ仮試験ノ旨

ヲ附記シ受験ヲ許可スベシ

	� 但裁縫科ニ在リテハ材料ヲ準備シ得ル場合ニ限リ許可ス

ルモノトス

　　六、�	 答案用紙ハ一回ニ数枚ヲ与ヘス最初一枚若クハ二枚ツヽ

配付シ不足スル者アル場合ハ更ニ一枚ツヽヲ与フヘシ

�	 但図画科ニアリテハ答書トシテ差出スヘキ枚数トス

　　七、�	 珠算ハ最初ノ十五分間ニ行ヒ答案ヲ徴スヘシ但シ数学科

又ハ算術科ノ初メニ於テ行フヘキコトヲ予メ受験者ニ注意

スルコト

　　八、	 自在画ハ一切器具（定規等ノ類）ノ使用ヲ許サヽルコト

　　九、�	 答書ハ一枚毎ニ学科目受験種類番号氏名ヲ明記セシメ二

枚以上ニ渉ルトキハ必ズ綴ラシムルコト

　　十、書損又ハ残余ノ用紙ハ一切之ヲ取上クルコト

　　十一�、問題ノ全部不能ノ場合ハ全部不能及氏名番号ヲ記シタル

答書ヲ徴スベシ

　　十二、答書ハ左記ニヨリ整理スルコト

　　　　イ、名簿ノ順位ニ従ヒ答書ヲ重ヌルコト

　　　　ロ、�各学科目別受験種類別ニ取リ纏メ表紙ニ附シテ綴ルコ

ト

　　　　ハ、�同一科目ニシテ或ル問題毎ニ別紙ニ認メタル答書（例

体操科ニ於ケル普通体操ト兵式体操ノ如シ）ハ各別ニ

綴ルコト

　　十三�、前号ニヨリ整理シタル答書ハ毎日取纏メ厳緘ヲ施シ二日

目毎ニ更ニ□紙ニテ包装シ書留小包トシテ秋田県師範学校

内小学校教員検定委員御中トシテ発送スルコト但最後ノ二

日分ハ持チ帰ルコト

　　　書留受領証ハ切手ノ残ト共ニ検定委員会書記宛御送付ノコト

　この「試験監督者心得」によれば、まず試験監督者は受験会場の

準備作業から始めることになっていた。また受験者数に応じた机、

腰掛を男女別に、さらに受験する資格別に用意し、その机に受験者

名簿によりながら受験番号の札を貼ること、時計と黒板の設置など

会場の整備をすることがまず初めの仕事であった。既に述べたよう

に、各試験会場では臨時検定委員が任命されていたが、これをみる

限り、恐らく臨時検定委員に任命された者は各施設の代表者であり、

それぞれの施設に勤務する多くの人々によって検定試験の準備が進

められていたと考えられる。

　その他には、試験当日に受験者に対して受験番号を告知し「受験

者心得」を配付し、科目ごとに受験者を点検した上で出欠を確認し

て名簿に記入をする、試験問題を試験場のその場で開封し、閲覧し

た上で配付するなど、まさに試験監督者としてその責務を果たすこ

とが求められていたのであって、試験問題の作成などには一切関与

していない。なお上記のように、試験問題は各試験会場に送付され

ていたのだが、管見の調査の限り試験問題は封書の中に入れられ、

科目ごとに厳封された状態でそれぞれの試験会場に送られていた。

　とくに注目すべきは、名簿に記載されていない者がその試験会場

で受験したい旨を申し出た場合、郡市名、族称、氏名と生年月日を

名簿に記入すれば、「仮試験」ではあったが試験検定を受けること

が可能であったことである。これは受験者によって多様な事例が

あったと考えられるが、例えば僻地に居住する受験者の場合、遠距

離であったことや交通機関が不便であったことなどが影響して、提

出書類（願書や履歴書など）が提出期限に間に合わなかったことが

あり、名簿には記載されていないが実際はこのような事情で、やむ

を得ず検定委員会から認可を得て、名簿に載っていない受験者が存

在していたと考えられる。

　他には試験中における注意事項、および試験後の処理方法などが

細かく記載されていた。とくに問題をまったく解くことができな

かった場合でも、必ず氏名と番号を記入させ白紙のまま提出させた

ことや、解答用紙を名簿順、科目別、受験した資格別に整理しなけ

ればならず、その後は試験問題を作成した秋田県師範学校の臨時委

員宛に解答用紙を送付することになっていたことが注目され、これ

は明治期にはみられなかったものである。このように各試験会場で

は、臨時検定委員を中心に円滑に試験が実施されていたのである。

３　各試験会場での実施過程――「受験者心得」と物品の移動

　次に、試験の当日に試験監督者から受験者に渡されることになっ

ていた「受験者心得」に考察を進めることにする。「受験者心得」

については、すでに明治期にも確認されており、ここではとくに明

治期とは異なる項目のみあげることにする。

　大正期における「受験者心得」では、明治期の場合と同じく試験

場にて携帯する物品の指定、「受験者ハ進退総テ試験監督員ノ指揮

ニ従ヒ静粛ヲ旨トスヘシ」や「試験場ニ在リテハ互ニ私語スルヲ許

サス」など試験中の態度、および服装などの注意事項が主な内容で

あった。大正期における「受験者心得」の特徴は、明治期では解答

用紙に受験番号のみを記述することになっていたが、「答書ニハ一

葉毎ニ受験種別番号氏名及受験科目ヲ記入スヘシ」とされ、受験番

号だけではなく、解答用紙のそれぞれに受験する資格、受験番号、

氏名、受験科目を記入するようになったことである。

　また「試験監督者心得」でも触れたが、「答書全部不能ノ場合ハ『全

部不能』ト記シタル答書ヲ提出スヘシ」と、受験したもののすべて

の問題がわからない場合は、「全部不能」と予め書くことが義務付

けられることとなった。このように各試験会場では、「試験監督者

心得」や「受験者心得」を配付するなど、試験を実施する手順が予

め定められており、組織的に試験検定が行われていたといえよう。

では次にその試験検定に必要な物品についてみてみたい。例えば

1924（大正 13）年度第２回の試験検定の場合、同年 10 月 11 日に

臨時検定委員から、「小学校教員検定試験受験者名簿並ニ用紙等到

達ノ件」が検定委員長宛に提出されている。これによれば「来ル十

月二十三日ヨリ施行スヘキ大正十三年度第二回小学校教員検定試験

所要品ハ本月九日附御通知ノ目録通リ全部相違無ク到達相成候条此
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段御回報ニ及ビ候也」とあり、検定委員会が試験検定に必要な物品

の目録を作成し、物品を各試験会場の監督者となる臨時検定委員に

送付したものと思われる。検定委員会から臨時検定委員に送られた

目録は次のとおりであった 29)。

　　　　品名　　　　　　　通達数　　領収数

　　一、受験者名簿　　　　１　　　　　１

　　一、試験日時割　　　　１　　　　　１

　　一、受験人員表　　　　１　　　　　１

　　一、試験監督者心得　　１　　　　　１

　　一、受験者心得　　　　１　　　　　１

　　一、受験者番号表　　　１　　　　　１

　　一、答書用諸品

　　　　�各科答案用罫紙　　111 帖　30 枚折１帖、22 枚折１帖、

31 枚折３帖、30 枚折 56 帖、19 枚折 46 帖、18 枚折２帖、

計 109 帖　2145 枚

　　　　白半紙　　　　　　25 帖　　　　25 帖

　　　　画用紙　　　　　　50 枚　　　　49 枚

　　　　木炭□　　　　　　50 枚　　　　60 枚

　　　　裁縫材料　　　　　６人分　　　 ６人分

　　一、答書整理並送付用品

　　　　答書綴ニ附スル□　25 枚　　　　20 枚

　　　　答書小包用渋紙　　３枚　　　　 ３枚

　　　　答書送付用郵券　　10 銭 10 枚　10 銭 10 枚

　　　　　　　　　　　　　５銭３枚　　５銭３枚

　

　これを内容別に分けると、①試験監督者に必要な物品、②試験の

実施に必要な物品、③試験終了後に必要な物品の三つに分けること

ができる。まず①の試験監督者に必要な物品は、受験者の氏名や受

験番号などを記した受験者名簿や試験の時間割、さらに既述の「試

験監督者心得」と「受験者心得」がそれぞれ一部ずつ送られていた。

臨時検定委員は、これらを用いて試験会場の準備や実際試験を遂行

していたものと考えられる。

　②は試験検定を行う際に必要な物品であった。最も多くを占めて

いたのは各学科目の答案用紙で、その枚数は合計 2145 枚にもおよ

んだ。その他には、各科目に必要な物品が含まれており、その数が

予め指定されていることから、恐らくは各試験会場の受験予定者数

を検定委員会が把握しており、その数に応じた物品が用意されてい

たのであろう。

　③は試験検定が終了した後に解答用紙を収集し、試験問題を作成

した師範学校の教員に送付するために必要な物品であった。これに

よれば、各試験会場の臨時試験委員が解答用紙等を整理して取り纏

め、それを自費ではなく、予め検定委員会が用意した郵券によって

発送していたことがわかる。

　このように試験検定では、まず各試験会場で受験する予定の人数

を把握し、それを各会場の臨時検定委員が検定委員会へ伝え、その

数に応じた解答用紙等が送付されるという手順になっていた。つま

り試験検定の場合、検定委員会、試験問題を作成する臨時委員、各

試験会場で試験を実施する臨時検定委員にそれぞれ役割が分担され

ており、各試験会場で試験検定が円滑に進められるようになってい

たのである。

　４　試験検定の実施場所

　次に試験検定が実施された場所について考察を進めていきたい。

　大正期における試験検定が実施された場所をみると、次の２点

の特徴があった。第１点は、1912（大正元）年から 1919（大正８）

年の間は、秋田市、北秋田郡、山本郡、鹿角郡、由利郡、仙北郡、

平鹿郡、雄勝郡の秋田県内すべての郡内に１ヶ所ずつ試験会場が開

設されていたことである。このように各郡で試験会場が設置された

ことによって、試験会場までの距離が短く、受験者が試験を受けや

すい環境が整えられていた。例えば 1914（大正３）年度における

試験検定の実施場所を整理すれば、次の表５のとおりであった。

表５　1914（大正３）年度試験検定実施場所一覧

年 回数 実施月 郡市名 場　　所

大正３年 第 1 回 ８月

秋田市 秋田県女子師範学校

北秋田郡 北秋田郡公会堂

山本郡 渟城尋常高等小学校

鹿角郡 花輪尋常高等小学校

由利郡 秋田県立本荘中学校

仙北郡 大曲尋常高等小学校

平鹿郡 平鹿郡公会堂

雄勝郡 雄勝郡会議事堂

大正４年 第２回 ２月

秋田市 秋田県師範学校

北秋田郡 北秋田郡公会堂

山本郡 渟城尋常高等小学校

鹿角郡 花輪尋常高等小学校

由利郡 秋田県立本荘中学校

仙北郡 大曲尋常高等小学校

平鹿郡 横手尋常高等小学校

雄勝郡 湯沢尋常高等小学校

〔註〕『秋田県報』の各年度から作成した。

　それぞれの郡市における試験会場をみてみると、まず秋田市の場

合、毎年８月は秋田県女子師範学校、毎年２月は秋田県師範学校と

固定されていた。一方、他の郡ではその地域によって異なるが、近

隣の中学校を使用していた場合（由利郡）や、尋常高等小学校を使

う地域（鹿角郡、山本郡など）公会堂（平鹿郡）や郡会議事堂（雄

勝郡）を使用した場合など多種多様で、毎年同じ施設を使用したの

ではなく、その時々に応じて実施場所を変えていたのである。

　第２点は、1920（大正９）年にいたると試験会場が極端に減り、

秋田市、北秋田郡、由利郡、平鹿郡の４ヶ所になったことである。

これまでは秋田県内の各郡に１ヶ所ずつ試験会場が設けられていた

が、1920（大正９）年以降になると中央部の秋田市、北部の北秋田

郡、沿岸部の由利郡、県南内陸部の平鹿郡の４ヶ所に限定されるよ

うになった。例えば 1925（大正 14）年度における試験検定の実施

場所を整理すれば、次の表６のとおりであった。

　試験に使用した施設をみてみると、これまでは各年度によって異

なっていたが、1920（大正９）年以降になると、秋田市は秋田県女
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子師範学校（毎年第１回試験：５月実施）と秋田県師範学校（毎年

第２回試験：10 月実施）に固定されるようになった。

　他の地域をみてみると、北秋田郡は大館尋常高等小学校を使用す

る場合が最も多く、年度にもよるが第２回試験（10 月に実施）で

は大館尋常女子高等小学校が使用されたことがあった。由利郡は初

め本荘尋常高等小学校が使用されていたが、1922（大正 11）年の

第２回試験（10 月実施）から、秋田図書館本荘分館あるいは同由

利分館が使用されるようになった。同じく県南内陸部に位置する平

鹿郡でも、初めは平鹿郡役所を使用していたが、由利郡の場合と同

じく 1923（大正 12）年の第 1 回試験（５月に実施）から、秋田図

書館横手分館で実施されるようになった。

表６　1925（大正 14）年度試験検定実施場所一覧

回数 実施月 郡市名 場所

第 1 回 ５月

秋 田 市 秋田県女子師範学校

北 秋 田 郡 大館尋常高等小学校

由 利 郡 秋田図書館本荘分館

平 鹿 郡 秋田図書館横手分館

第２回 10 月

秋 田 市 秋田県師範学校

北 秋 田 郡 大館女子尋常高等小学校

由 利 郡 秋田図書館由利分館

平 鹿 郡 秋田図書館横手分館

〔註〕『秋田県報』の各年度から作成した。

　このように大正後期にいたると、秋田県内を大きく四つに区分し、

秋田市は師範学校で、北秋田郡はほぼ毎年小学校で、由利郡と平鹿

郡は次第に図書館内で試験検定を実施するようになった。これに対

して 1925（大正 14）年４月７日には、これまで試験会場が設置さ

れていた雄勝郡から「小学校教員検定試験場ニ付上申」が出されて

いる 30)。それによれば、雄勝郡は秋田県内でも偏狭の地域で、教

員は無資格者が多く、試験を受けたくても試験会場までの交通が不

便で遠距離であったため、「試験場ヲ本郡（雄勝郡――筆者註）湯

沢町ニ御指定相成度此段上進候」と湯沢町に試験会場を設置したい

と上申書を知事宛に提出していた。しかしながらこれが認可される

ことはなく、大正後期にいたると秋田市、北秋田郡、由利郡、平鹿

郡の４ヶ所に試験会場が固定した。

　このうち由利郡と平鹿郡の二つだけが、なぜ 1920 年代にいたっ

て秋田図書館の分館を使用するようになったのか、その詳細につい

ては資料的な制約から明らかにすることができないが、1925（大正

14）年度第 1 回試験の試験会場を決定するまでの往復文書をみると、

同年５月 20 日まで中等学校教員検定の予備試験を実施する予定が

あると朱書きされており、小学校教員検定試験は同月 23 日から実

施する見込みとされ、恐らく試験会場が重ならないように配慮した

のではないかとも考えられるが、詳細は不明である。

　５　実地授業の実施過程とその実態

　実地授業は、試験検定の全学科目に合格した者を対象として実施

することになっていた。本項では、その具体的な実施過程について、

1924（大正 13）年第 1 回の試験検定（５月 25 日より実施）を事例

に考察する 31)。

　1924（大正 13）年度の第 1 回試験検定は、同年５月 25 日から５

月 31 日の一週間をかけて実施された。同年７月 10 日、その全学科

目に合格した者に対して、「小学校教員試験検定学科合格者性行調

査ノ件」が内務部長から出され、「本年度第一回試験検定ニ於テ学

科試験ニ合格致シ候ニ就テハ資格審査上必要有之候条本人ノ性行並

特長ニ就キ詳細御取調御回報相成度」と試験検定の全学科合格者に

対して、まず初めに性行調査が行われた。1924（大正 13）年度第 1

回の試験検定に合格者数は、小学校本科正教員が 1 名、尋常小学校

本科正教員が 11 名、尋常小学校本科准教員が２名、小学校体操専

科正教員が２名、小学校農業専科正教員が６名、小学校裁縫専科正

教員が５名の合計 27 名であった。これを受けて、それぞれの合格

者が願書を提出した各郡市長が、同年７月 20 日以降にかけて、各

合格者の「性行」と「特長」の２点について調査を実施し、その結

果（「性行調査書」）を内務部長に提出した。この「性行調査書」に

ついて、一つの例をあげれば、「性行」は「性快活ニシテ進取ノ気

象ニ富ミ頗ル好学心強ク常ニ独学研究怠リナシ是レ僅ニ尋常科卒業

セルニカヽハラス今回尋正ノ学科試験ニ合格セル所以ナリ」と、主

に合格者の性格や日常の勤務状態ついて調査が行われ、「特長」は「氏

ハ勤勉努力ノ人ニシテヨリ読書ニ稍々農芸ニ趣味ヲ有ス」や「研究

心ニ富ミ能ク読書シ稍々農村問題ニ興味ヲ有ス」のように、合格者

の趣味や、どのようなことに興味を持っていたのか、などについて

調査が行われていた。このように「性行調査書」では、学力試験の

みでは測ることができない受験者の性格や勤務状況が調査されてお

り、小学校教員としての適性が加味されていたと考えられる。これ

と同時期に、各合格者は「実地授業受験願」を小学校教員検定試験

委員会長宛に提出し、場合によっては再度履歴書や身体検査書を提

出している合格者も存在していた。

　同年８月 12 日には、「客月（七月――筆者註）二十六日付御依頼

相成候小学校教員検定日割方ノ件別紙ノ通リ御処理相成度此段及回

答候也」とあり、実地授業の場所は予め小学校教員検定委員長から

秋田県女子師範学校長に依頼をし、その日程を決定していた。それ

によると、９月 10 日に尋常小学校本科正教員が４名と、小学校農

業専科正教員が２名、小学校裁縫専科正教員が２名の合計８名、９

月 11 日に尋常小学校本科正教員が４名、小学校農業専科正教員が

２名、小学校裁縫専科正教員が２名の合計８名、９月 12 日に尋常

小学校本科正教員が５名、小学校本科正教員が１名、小学校農業専

科正教員が２名、尋常小学校本科准教員が２名、小学校裁縫専科正

教員が１名の合計 11 名であった。このように、実地授業は３日間

にわたって実施され、さらに資格ごとにまとまって行われるのでは

なく、一日に多くても４名から５名程度で、かなり少人数で試験が

実施されていたことが特徴であった。

　1924（大正 13）年度第１回試験検定の実地授業の試験場所は、

上記のように、いずれも秋田県女子師範学校の附属小学校であった。

また実地授業の受験者は、「受験者ハ割当日ノ前日午後三時マテニ

秋田県女子師範学校附属小学校ニ出頭シ受持学年教材時限等ヲ聴取

スベシ」と注意書きがあり、これをみる限り実地授業の試験は、受

験者には前日まで授業をする科目や学年などが知らされておらず、

僅か一日で教案などを作成しなければならなかった。そのため実

地授業の結果をみれば、例えば小学校裁縫専科正教員の場合、５名
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中３名が合格し２名が不合格であったように、全学科目の試験には

合格したが実地授業で不合格になり、免許状を取得できない者が少

なからず存在し、そのため実地授業のみ不合格になった者は、次回

の試験検定において再度実地授業のみ受験することになったのであ

る。なおその評価の点数をみると 60 点以上が合格で、不合格者の

多くは 40 点の者が多かった。他の実地授業の採点表をみても、高

い場合で 70 点前後、低い場合で 50 点前後であり、合格者の多くは

60 点から 70 点の間であった。その評価の基準などについては、資

料的な制約から明らかにすることができない。

Ⅳ　准教員準備場における教員養成

　１　「准教員準備場奨励規則」の廃止

　次に、1900 年代から秋田県内の各郡に設置されていた准教員準

備場に関して考察を進めていきたい。准教員準備場は 1900 年代か

ら秋田県内の各郡に１ヶ所ずつ設置され、尋常小学校本科准教員の

養成を行うことを目的として、修了後は毎年２回ずつ実施されてい

た試験検定を受験することが義務付けられており、さらに尋常小学

校本科准教員の免許状を獲得するまで何度も受験しなければならな

かった。また入学者は「誓約書」を提出しなければならず、それに

は連帯保証人の連署を必要とし、修了後はその郡内で３年間の奉職

義務が課されるなど、かなり厳格な規定が盛り込まれていた。

　この准教員準備場は、明治期においては尋常小学校本科准教員数

を補完する一翼を担っていたが、設置する当初から秋田県議会の審

議では姑息な手段であり師範学校を拡張することが第一義的な課題

であると主張され続け、准教員準備場はいつ廃止されてもおかしく

ない状況に陥っていた。また准教員準備場を維持する経費は、半分

を県側が負担し残りの半分を各郡市が支払うという形式になってお

り、その金額はおよそ 500 円程度で、それを毎年負担しなければな

らず経済的に大きな重荷となっていたことは間違いない。

　明治後期にいたるとその設置主体が、県ではなく郡市教育会など

に移行していた地域もあったが、それを毎年維持することは困難で

あったため、1914（大正３）年３月６日の秋田県令第 23 号により「准

教員準備場奨励規則」が廃止されることとなった 32)。つまり県側

は准教員準備場をすべて各郡市立教育会などの事業へと転換させ、

今後准教員準備場を設置するか否かはそれぞれの地域の判断に任さ

れるようになったのである。例えば河辺郡の場合は、次のように

1914（大正３）年まで設置し、その後一時的に廃止されたが、再び

1920（大正９）年から再開されていた 33)。

　　�郡教育会で教員の養成機関として準教員準備場を設けた最初は

明治 36 年で、これは郡が直接開いたもの、秋田市第１小学校

を教場とし９ヶ月で修了。卒業生は男 18 名、女 10 名であった。

その後教育会の事業として行い、（明治――筆者註）43 年は牛

島小学校において６ヶ月、講師は牛島、日新の両校の教員を頼

み、卒業生 20 名。（明治――筆者註）44 年も同様で卒業生 16

名を出している。大正９年、また準備場は復活し、川添小学校

に設けられた。佐賀校長の下、草階確治、大守善治、羽生氏友

等が教員として迎えられた。その卒業は１ヶ年課程で卒業し師

範学校希望は全部合格という成績を示した。

　これは河辺郡の事例であるが、他の郡においても同様の傾向がみ

られ、明治後期から徐々に県側による経済的な援助が少なくなるに

つれて郡市教育会などの事業へと移行し、1914（大正３）年の「准

教員準備場奨励規則」が廃止されたことに伴って、准教員準備場が

一時的に廃止ないし停止した地域が多かったと推測される。筆者の

調査の限りでは、1919（大正８）年以降になると再び多くの地域で

准教員準備場が再開していることが確認できた。再び設置されるよ

うになったのは、次に詳述するように准教員準備場の修了者に対し

て、無試験検定が実施されることになったからであった。

　２　無試験検定の導入

　1919（大正８）年１月 28 日、秋田県訓令甲第３号により「尋常

小学校准教員準備場修了者無試験検定ニ関スル規程」が定められ、

その全文は次のとおりであった 34)。

　　第一条　�左記各号ニ該当スル準備場修了者ニハ出願ニ因リ該修

了試験ノ成績ヲ参酌シ尋常小学校准教員ノ免許状ヲ授

与ス

　　　　一　�修業期間内ニ於ケル授業日数ハ二百二十日ヲ下ラサル

コト

　　　　二　�入学資格ハ二ヶ年ノ高等小学校ヲ卒業シタル者及之ト

同等以上ノ学力ヲ有スル者ナルコト

　　　　三　�教科課程ハ明治三十三年八月二十一日文部省令第十四

号小学校令施行規則第百十二条及明治三十三年十月

二十六日秋田県令第八十六号小学校令施行細則第

四十九条ニ依ルコト

　　　　四　�毎週教授時数ハ左表ニ依ルコト但シ便宜各科目教授時

数ヲ増加スルコトヲ得

学科目 教授時数

修身 二

教育 四

国語 七

算術 六

地理、歴史 四

理科 四

体操 三

計 三十

　　　　五　準備場ニ場長一名、講師三名以上ヲ置クコト

　　　　六　�講師ハ中等学校教員免許状又ハ小学校本科正教員免許

状ヲ有スル者ナルコト

　　　　七　県告示ヲ以テ定メタル教科書ヲ用ユルコト

　　第二条　�準備場ニシテ第一条ニ該当スルモノハ設立者ヨリ第一

条ノ要件ヲ具シ知事ニ開申シ其ノ承認ヲ受クヘシ

　　第三条　�知事ノ承認ヲ受ケタル準備場ニ於テ修了試験ヲ行ハン

トスルトキハ三十日前ニ試験ノ期日及場所ヲ定メ知事

ニ報告スヘシ

　　第四条　�知事ハ小学校教員検定委員又ハ其ノ他ノ吏員ヲシテ該

準備場修了試験ニ立合ハシム

　　　　　　�前項ノ委員又ハ其ノ他ノ吏員ニシテ試験問題又ハ試験
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ノ方法不適当ト認ムルトキハ之ヲ変更シ又ハ変更セシ

ムルコトアルヘシ

　　第五条　�修了試験ヲ了シタルトキハ当該準備場長ハ合格者ノ族

籍、氏名、生年月日、学科ノ点数並試験問題答書ヲ具

シ試験終了後遅滞ナク知事ニ報告スヘシ

　これによれば、第１条に定められた全７項目の基準をクリアした

准教員準備場の修了者に対し、その修了試験の成績を参酌して尋常

小学校本科准教員の免許状が与えられるという内容であった。これ

までの「准教員準備場奨励規則」と比較すれば、次の３点の違いが

みられた。第１点は、授業日数や学科目とその教授時数などの教育

内容に、県側が細かく干渉するようになったことである。これまで

の規定では、このように教授時数や授業日数にまで定められること

はなく、県は経費の面で関与するに止まっていた。しかしながら本

規定では無試験検定であるため、試験検定とは異なり尋常小学校本

科准教員として必要不可欠な資質を兼ね備えさせなければならず、

このように内的事項にまで深く関与したものと考えられる。

　第２点は、これまで准教員準備場では場長や講師の設置人数につ

いては何ら定めておらず、とくに明治期においては講師を郡視学が

担当していたこともあった。しかし本規定からは、各準備場に必ず

場長を１名、講師を３名ずつ配置し、かつそれらの者が有する資格

は、中等教員免許状か小学校本科正教員の免許状を所持する者と限

定されるようになった。このように講師について詳細に定めたこと

が特徴であった。

　第３点は、准教員準備場の修了試験に、知事の権限で小学校教員

検定委員かその他の吏員を、立ち会わせた上で修了試験を実施する

ことにしたことである。さらにその参列者が、修了試験の試験問題

やその試験方法に不適当な所があると認められた場合、変更させる

ことが可能であるとし、無試験検定の実施に伴って修了試験がとく

に重視されるようになったのである。

　このように明治後期から設置され、資格上最も低位に属する尋常

小学校本科准教員の養成を目的とした准教員準備場は、一時的に停

滞する状況下にあったものの、無試験検定の適用によって再び復活

し、各地域において多数の尋常小学校本科准教員を輩出するという

一翼を担うようになったのである。

Ⅴ　おわりに

　本論文は、大正期の秋田県における小学校教員検定試験制度の変

遷、およびその具体的な実施過程について明らかにするとともに、

秋田県内の各郡市に設置されていた准教員準備場の状況について考

察してきた。最後に本論文で明らかにした要点を整理しつつ、今後

の課題について述べておきたい。

　まず検定試験制度については、これまで普通免許状と地方免許状

の２種類に区別され、かつその府県内のみ有効であった免許状が、

1912（大正２）年の「小学校令」の改正により、単に「免許状」に

一本化され有効区域も全国に拡大された。これによって戦前日本に

おける小学校教員の資格制度が確立し、これ以後各府県で実施する

検定試験は各府県知事がすべての権限を握り、その計画から実施お

よび免許状の授与にいたるまで、検定試験のすべてを管轄すること

になったのである。

　一方、大正期の秋田県ではほとんど改正が行われておらず、1900

（明治 33）年の「小学校令施行規則」が安定的に実施された時期で

あった。試験検定については、実施時期の変更や提出物に若干の修

正が行われた程度で大きな変動がなかった。提出物に関しては、こ

れまで無試験検定の受験者のみに課されていた「身体検査書」が試

験検定の受験者にも義務化され、願書も一定の書式で提出すること

が求められるなど、秋田県における検定試験制度は、1916（大正５）

年の「小学校令施行細則」の改正において確立したといえる。一方

無試験検定については、国レベルの法令によって徐々に無試験検定

の対象を拡大する傾向にあったが、秋田県では何ら改正を行ってお

らず、無試験検定は 1901（明治 34）年に制定された「小学校教員

無試験検定内規」が継続して実施されていたものと考えられる。

　これらの制度により実施された検定試験の出願者数、合格者数、

そして合格率をみると、無試験検定によって有資格教員が供給され

た割合が高かった。試験検定の場合は、出願者数が多い傾向が続い

ていたがその合格率は低く、とくに小学校本科正教員の免許状を試

験検定によって獲得することはかなり困難であった。また小学校本

科准教員の出願者はほぼ全く存在せず、実質的に試験検定は行われ

ていなかった。一方無試験検定では、小学校本科正教員においても

合格率が高く、とくに小学校専科正教員は無試験検定によって補充

されていた。また試験検定では全く出願者がいなかった小学校本科

准教員でも、毎年約 10 名から 30 名程度の出願者がおりその合格率

も高く、小学校本科准教員も無試験検定によって免許状が与えられ

る傾向が強かった。尋常小学校本科准教員については、各地域に設

置された准教員準備場の影響を受け、徐々に出願者数が減少しつつ

も、1919（大正８）年に無試験検定を受けることが可能となったた

め突発的に出願者数が急増した。しかし出願者数は増加したものの

合格率は低く、無試験検定をクリアすることができたのは僅か数％

にしか過ぎなかった。

　無試験検定に出願する際の提出書類を詳しくみてみると、願書や

履歴書だけに止まらず、受験者が勤務する学校での勤務表が過去２

年分提出しなければならず、また教案も提出していたことが確認で

きた。試験検定のように、試験によって計られる学力のみで合否の

判定をするのではなく、無試験検定では学力と経歴、および日常の

勤務状況などが参酌され、教職に就く者としての適性が加味されて

いたことが注目される。

　これら検定試験の実施過程について、本論文では①検定委員の任

命手続、②各試験会場での実施過程、③試験検定が実施された場所、

④実地授業の実施過程の四つについて詳しく考察してきた。まず①

の検定委員については、常任委員、臨時委員（主に試験問題の作成）、

臨時検定委員（主に試験監督）の三つの種類があった。常任委員は、

県の官僚と秋田県師範学校および秋田県女子師範学校の教員によっ

て構成され、試験検定の実施場所の選定や試験検定の時間割の作成、

あるいは実地授業の実施や通達など、検定試験全般にわたって関与

していた。臨時委員は、すべてが師範学校の教員により構成され、

その人選は秋田県師範学校と秋田県女子師範学校とが「協定ノ上」

決定することとなっており、試験問題を作成することが主な仕事で

あった。最後に臨時検定委員は、試験検定の実施会場となった施設

に勤務する者が任命され、試験検定が行われる会場の設置や試験の
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監督が主な任務であった。

　②の各試験会場での実施過程では、上記の臨時検定委員に配布さ

れた「試験監督者心得」と「受験者心得」などから、実際に各試験

会場でどのような手順によって試験検定が行われていたのかを考察

した。とくに「試験監督者心得」によれば、臨時検定委員が試験会

場の設置を行い、また試験中は試験問題の配布や回収を行っており、

臨時検定委員を中心に試験検定が実施されていた。また注目すべき

は、受験者名簿に記載されていない者でも必要事項を記入すれば「仮

試験」として受験可能であったこと、また白紙の解答は「全部不能」

と予め記さなければならなかったなど、明治期とは異なり大正期に

なると、かなり詳細に試験の実施手順が定められていたことである。

　③の試験会場は、大正初期においては秋田県内のすべての郡市に

１ヶ所ずつ設置されていたが、1920（大正９）年以降になると、中

央部は秋田市で、北部は北秋田郡で、沿岸部は由利郡で、南部は平

鹿郡でそれぞれ行われるようになり試験会場が減少した。それぞれ

の試験会場を具体的にみると、秋田市は秋田県師範学校か秋田県女

子師範学校にて、北秋田郡はほぼ毎年地域内の小学校で、由利郡と

平鹿郡は大正後期にいたると秋田図書館の分館で行われるように

なった。資料的な制約から、なぜ秋田図書館の分館で行われるよう

になったのかを明らかにすることはできないが、秋田県の場合、大

正後期になると試験会場が県内４ヶ所に固定されるようになった。

　④の実地授業の実施過程については、1924（大正 13）年度第 1

回試験検定を事例に考察した。実地授業は、試験検定の全学科目に

合格した者を対象として実施し、まず合格者の性行調査から行われ

た。それと同時に合格者は、「実地授業受験願」や履歴書、身体検

査書などを提出した後に受験するという手順であった。1924（大正

13）年度第 1 回試験検定における実地授業の日程は、３日間にわたっ

て実施され、同じ資格を志願する者が一日に固まって実施するので

はなく、一日当たり多くても４名から５名程度で行われていた。ま

た受験者は、前日になるまで授業をする科目や学年を知らされてお

らず、僅か一日ばかりで授業案を考案することになっており、その

試験結果をみると必ずしもすべての受験者が合格したわけではな

かった。

　最後に、検定試験制度の準備機関として 1900 年代から秋田県内

の各郡に設置されていた准教員準備場については、1914（大正３）

年に「准教員準備場奨励規則」が廃止され、その後は各地域によっ

て継続するか、あるいは廃止するかの判断が任されるようになった。

しかしながら 1919（大正８）年には再度復活し、さらにこれまで

は修了後に毎年２回行われていた試験検定を受験しなければならな

かったが、今後は無試験検定によって尋常小学校本科准教員の免許

状が与えられることになった。

　このように大正期における秋田県の検定試験制度は、1900（明治

33）年の「小学校令施行細則」が安定的に実施されていた。とくに

大正期では、試験検定ではあまり合格者を得られなかったため、無

試験検定に対する比重が高まり、秋田県では准教員準備場でも無試

験検定で免許状を獲得できる途が開かれた。検定試験の具体的な実

施過程をみると、小学校教員検定委員会――臨時委員（問題作成）

――臨時検定委員（試験監督）――受験者という流れが完成してい

た。

　今後の課題としては、まず国レベルの無試験検定制度の改正が、

秋田県の無試験検定制度にどのような影響を与えていたのかを検討

しなければならない。既述のとおり、明治期の秋田県における無試

験検定制度は、1901（明治 34）年の「小学校教員無試験検定内規」

によって実施されていた。しかしながら同規則は、『秋田県報』な

どにはまったく報じられておらず、その改正などについてもすべて

県庁文書でしか確認できなかった。したがって今後は、無試験検定

に関する史料の発掘を進めなければならないと考えている。とくに

試験検定に比べて無試験検定に対する受験者の期待、あるいはその

合格率の高さから鑑みて、無試験検定制度を究明することは小学校

教員検定試験制度が果たした役割を考える上でとくに重要であると

考えている。

　また本論文では、検定試験制度の具体的な実施過程を明らかにす

ることに努めたが、検定委員の任命手続や種類、各試験会場での実

施過程や実施した場所について明らかにしたに過ぎない。とくに検

定委員のうち、試験問題を作成した臨時委員の学識と、実際の試験

問題には関連があったのか否か、あるいは師範学校で行われていた

教育内容との相互関係について、今後考察を進めていきたいと考え

ている。
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